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Intro
duction

増
え
て
い
ま
す
！

外
国
人
労
働
者

外
国
人
労
働
者
を
雇
用
し
て
い
る 

事
業
所
と
外
国
人
労
働
者
の
状
況

（
１
）雇
用
事
業
所
数
と
外
国
人
労
働
者
の

増
加
要
因

昨
年
10
月
末
現
在
、
外
国
人
労
働
者
を

雇
用
し
て
い
る
事
業
所
数
は
17
万
２
７
９

８
カ
所
、
外
国
人
労
働
者
数
は
１
０
８
万

３
７
６
９
人
に
上
り
ま
す
。
こ
れ
は
前
年

10
月
末
現
在
の
15
万
２
２
６
１
カ
所
、
90

万
７
８
９
６
人
に
対
し
、
２
万
５
３
７
カ

所（
13
・
５
％
）、
17
万
５
８
７
３
人

（
19
・
４
％
）の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ど
ち
ら
も
、
２
０
０
７
年
に
届
出
が
義
務

化
さ
れ
て
以
来
、
過
去
最
高
を
更
新
し
ま

し
た
。

外
国
人
労
働
者
数
が
増
加
し
た
要
因
と

し
て
は
、
留
学
生
の
日
本
企
業
へ
の
就
職

支
援
が
強
化
さ
れ
た
こ
と
や
、
国
が
進
め

て
い
る
高
度
外
国
人
材（
高
度
な
専
門
的

知
識
や
技
術
を
持
つ
外
国
人
）の
受
け
入

れ
が
着
実
に
増
え
て
い
る
こ
と
が
挙
げ
ら

れ
ま
す
。
こ
れ
に
と
も
な
い
、「
専
門
的
・

技
術
的
分
野
」の
在
留
資
格
を
持
つ
外
国

人
労
働
者
が
増
え
て
い
る
と
考
え
ら
れ
ま

す
。
加
え
て
、
留
学
生
の
受
け
入
れ
が
進

ん
で
い
る
こ
と
に
よ
る
、「
資
格
外
活
動
」

の
外
国
人
労
働
者
の
増
加
や
、
雇
用
情
勢

の
改
善
に
よ
る
、
就
労
に
制
限
の
な
い
身

分
に
基
づ
く
在
留
資
格
の
外
国
人
労
働
者

の
増
加
も
要
因
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

（
２
）労
働
者
派
遣
・
請
負
事
業
を
行
っ
て

い
る
事
業
所
数

前
述
の
事
業
所
数
の
う
ち
、
労
働
者
派

遣
・
請
負
事
業
を
行
っ
て
い
る
事
業
所
は

１
万
６
３
８
９
カ
所
、
当
該
事
業
所
で
就

労
す
る
外
国
人
労
働
者
は
23
万
７
５
４
２

人
で
、
そ
れ
ぞ
れ
事
業
所
全
体
の
９
・

５
％
、
外
国
人
労
働
者
全
体
の
21
・
９
％

を
占
め
て
い
ま
す
。
前
年
10
月
末
現
在
で

は
、
同
１
万
５
５
８
８
カ
所
、
20
万
４
９

０
７
人
で
し
た
の
で
、
８
０
１
カ
所（
５
・

１
％
）、
３
万
２
６
３
５
人（
15
・
９
％
）

の
増
加
で
す
。

外
国
人
労
働
者
の
属
性

（
１
）国
籍
別

外
国
人
労
働
者
の
属
性
を
国
籍
別
に
見

る
と
、
中
国（
香
港
等
を
含
む
）が
34
万
４

６
５
８
人
と
最
も
多
く
、
外
国
人
労
働
者

全
体
の
31
・
８
％
を
占
め
て
い
ま
す
。
次

い
で
、
ベ
ト
ナ
ム
が
17
万
２
０
１
８
人（
同 

15
・
９
％
）、
フ
ィ
リ
ピ
ン
が
12
万
７
５

１
８
人（
同
11
・
８
％
）、
ブ
ラ
ジ
ル
が
10

万
６
５
９
７
人（
同
９
・
８
％
）の
順
で
す
。

特
に
ベ
ト
ナ
ム
は
前
年
同
期
比
で
６
万

２
０
０
５
人（
56
・
４
％
）増
、
ネ
パ
ー
ル

も
同
１
万
３
７
１
４
人（
35
・
１
％
）増

と
、大
幅
な
ア
ッ
プ
を
示
し
て
い
ま
す（
図

図表1　国籍別外国人労働者の割合

表
１
）。

（
２
）在
留
資
格
別

在
留
資
格
別
で
は
、最
も
多
い
の
が「
身

分
に
基
づ
く
在
留
資
格
」で
、
外
国
人
労

働
者
全
体
の
38
・
１
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

次
い
で
、「
資
格
外
活
動（
留
学
）」を
含
む

「
資
格
外
活
動
」が
22
・
１
％
、
技
能
実
習

生
の「
技
能
実
習
」が
19
・
５
％
、「
専
門

的
・
技
術
的
分
野
の
在
留
資
格
」が
18
・

５
％
と
な
っ
て
い
ま
す（
図
表
２
）。

「
技
能
実
習
」の
外
国
人
労
働
者
は
21
万

１
１
０
８
人
と
、
前
年
同
期
比
で
４
万
２

８
１
２
人（
25
・
４
％
）の
増
加
、「
専
門
的
・

技
術
的
分
野
」の
外
国
人
労
働
者
は
20
万

９
９
４
人
と
同
３
万
３
６
９
３
人（
20
・

１
％
）の
増
加
で
す
。「
資
格
外
活
動（
留

学
）」も
20
万
９
６
５
７
人
と
同
４
万
１
９

図表2　在留資格別外国人労働者の割合
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少子高齢化の進展による人手不足が進むなか、外国人労働者を雇用したいと考えている企業が増えています。
しかし、外国人労働者の雇用についてはコミュニケーションの問題、宗教や生活習慣の違いなど、不安材料も少な
くありません。そこで本特集では、外国人労働者を新たに雇用しようとする企業が直面しがちな課題を取り上げて、
Ｑ＆Ａ形式で解説します。特に人事・労務担当者は必読です。� 取材・文／浅岡雅子

日本で安心して働いてもらう ために

外国人雇用
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現
在
、
日
本
で
は
ど
れ
く
ら
い
の
数
の
外
国
人
労
働
者
が
働
い
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。

昨
年
10
月
末
時
点
の
厚
生
労
働
省「
外
国
人
雇
用
状
況
の
届
出
状
況
ま
と
め
」を
も
と
に
、

外
国
人
労
働
者
の
総
数
、
国
籍
別
・
在
留
資
格
別
の
人
数
、
外
国
人
労
働
者
を
雇
用
し
て

い
る
事
業
所
数
な
ど
を
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

Q&AQ&A
特集

(C) 2017 日本医療企画.
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特集  ▶▶
日本で安心して働いてもらうために

	 	 外国人雇用Q＆A Part

1

図表　在留資格一覧表（簡易版）

在留資格 該当例
教授 大学教授等
医療 医師、歯科医師、看護師
芸術 作曲家、画家、著述家等
研究 政府関係機関や私企業等の研究者
宗教 外国の宗教団体から派遣される宣教師等
教育 中学校・高等学校等の語学教師等
報道 外国の報道機関の記者、カメラマン
技術・人文知識・
国際業務 機械工学等の技術者、通訳、デザイナー、私企業の語学教師等

高度専門職 ポイント制による高度人材
企業内転勤 外国の事業所からの転勤者
経営・管理 企業等の経営者・管理者
興行 俳優、歌手、ダンサー、プロスポーツ選手等
法律・会計業務 弁護士、公認会計士等

技能 外国料理の調理師、スポーツ指導者、航空機の操縦者、貴金属等の加工職人
等

在留資格 該当例
永住者 法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く）
永住者の配偶者等 永住者・特別永住者の配偶者および本那で出生し引き続き在留している子
日本人の配偶者等 日本人の配偶者・子・特別養子
定住者 第三国定住難民、日系3世、中国残留邦人等

在留資格 該当例
技能実習 技能実習生

特定活動 外交官等の家事使用人、ワーキング・ホリデー、経済連携協定に基づく外国人
看護師・介護福祉士候補者等

就労活動が
認められていない
在留資格

留学、家族滞在などの在留資格は就労活動が認められていません。
〜就労が認められるためには資格外活動許可の申請が必要です〜
入国管理局により、本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内（1週間当たり28
時間以内など）で、相当と認められる場合に報酬を受ける活動が許可されます。
（例：留学生や家族滞在者のアルバイトなど）

図表3　産業別外国人雇用事業所の割合

９
７
人（
25
・
０
％
）増
え
て
い
ま
す
。

（
３
）国
籍
別
・
在
留
資
格
別

在
留
資
格
を
国
籍
別
に
見
る
と
、
中
国

は「
身
分
に
基
づ
く
在
留
資
格
」が
25
・

３
％
、「
資
格
外
活
動
」が
24
・
７
％
、「
技

能
実
習
」が
24
・
５
％
、「
専
門
的
・
技
術

的
分
野
の
在
留
資
格
」が
24
・
４
％
で
す
。

ブ
ラ
ジ
ル
と
ペ
ル
ー
は
と
も
に「
身
分

に
基
づ
く
在
留
資
格
」が
99
・
２
％
と
、

ほ
と
ん
ど
。
そ
の
内
訳
は「
永
住
者
」の
割

合
が
最
も
高
く
、
国
籍
別
の
外
国
人
労
働

者
数
に
占
め
る「
永
住
者
」の
割
合
は
、
ブ

ラ
ジ
ル
が
49
・
５
％
、ペ
ル
ー
が
64
・
６
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
も「
身
分
に
基
づ

く
在
留
資
格
」が
76
・
５
％
と
大
変
多
く
、

そ
の
う
ち「
永
住
者
」が
44
・
２
％
を
占
め
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て
い
ま
す
。

ベ
ト
ナ
ム
は「
資
格
外
活
動（
留
学
）」が

43
・
3
％
、
次
い
で「
技
能
実
習
」が
42
・

3
％
で
す
。
ネ
パ
ー
ル
も「
資
格
外
活
動

（
留
学
）」が
61
・
２
％
と
高
く
な
っ
て
い

ま
す
。

Ｇ
７
／
Ｇ
８
等（
イ
ギ
リ
ス
、
ア
メ
リ

カ
、
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア
、

カ
ナ
ダ
、
ロ
シ
ア
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
）と
韓
国
は「
専
門

的
・
技
術
的
分
野
の
在
留
資
格
」が
そ
れ

ぞ
れ
58
・
６
％
、
43
・
５
％
と
半
数
近
く

を
占
め
て
い
ま
す
。

（
４
）産
業
別

外
国
人
労
働
者
の
数
を
産
業
別
に
見
る

と
、「
製
造
業
」が
33
万
８
５
３
５
人
と
最

も
多
く
、
次
い
で「
サ
ー
ビ
ス
業（
他
に
分

類
さ
れ
な
い
も
の
）」が
15
万
３
９
９
４

人
、「
卸
売
業
、
小
売
業
」が
13
万
９
３
０

９
人
、「
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
」が

13
万
９
０
８
人
、「
教
育
、
学
習
支
援
業
」

が
５
万
９
９
６
３
人
の
順
で
す
。
こ
の
こ

と
か
ら
、
さ
ま
ざ
ま
な
産
業
で
外
国
人
労

働
者
が
働
い
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま

す
。労

働
者
派
遣
・
請
負
事
業
を
行
っ
て
い

る
事
業
所
に
就
労
し
て
い
る
外
国
人
労
働

者
の
人
数
・
割
合
を
産
業
別
に
示
す
と
、

「
製
造
業
」で
は
、
同
産
業
の
外
国
人
労
働

者
全
体
の
18
・
１
％
に
あ
た
る
６
万
１
２

７
５
人
、「
サ
ー
ビ
ス
業（
他
に
分
類
さ
れ

図表4　事業所規模別外国人雇用事業所の割合

な
い
も
の
）」で
は
さ
ら
に
多
く
、
同
68
・

７
％
に
あ
た
る
10
万
５
８
１
７
人
で
す
。

「
製
造
業
」の
な
か
で
は
、「
電
気
機
械
器

具
製
造
業
」と「
輸
送
用
機
械
器
具
製
造

業
」に
お
い
て
割
合
が
高
く
、
そ
れ
ぞ
れ

31
・
６
％（
７
７
２
５
人
）、
29
・
８
％（
２

万
８
１
６
人
）で
し
た
。

外
国
人
雇
用
事
業
所
の
特
性

（
１
）産
業
別
の
事
業
所
数
の
割
合

外
国
人
労
働
者
を
雇
用
し
て
い
る
事
業

所
の
特
性
を
産
業
別
に
見
る
と
、「
製
造

業
」が
４
万
５
４
２
カ
所（
23
・
５
％
）と

最
多
で
す
が
、
そ
の
割
合
は
前
年
と
比
べ

る
と
減
少
し
て
い
ま
す
。
一
方
、「
建
設
業
」

の
割
合
は
増
加
し
、
１
万
２
９
１
１
カ
所

（
７
・
５
％
）に
上
っ
て
い
ま
す（
図
表
３
）。

（
２
）規
模
別
の
事
業
所
数
の
割
合

規
模
別
に
見
る
と
、「
30
人
未
満
」の
事

業
所
が
９
万
７
９
５
１
カ
所
と
最
も
多

く
、全
体
の
56
・
７
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

事
業
所
数
は
ど
の
規
模
に
お
い
て
も
増
加

傾
向
に
あ
り
、
特
に「
30
人
未
満
」の
事
業

所
は
前
年
同
期
比
15
・
７
％
増
と
、
最
も

大
き
な
増
加
率
を
示
し
て
い
ま
す（
図
表

４
）。

（
３
）都
道
府
県
別
の
事
業
所
数
の
割
合

都
道
府
県
別
の
外
国
人
労
働
者
を
雇
用

し
て
い
る
事
業
所
数
で
は
、
東
京
都
が

27
・
６
％
を
占
め
、
次
い
で
愛
知
県
８
・

０
％
、
大
阪
府
６
・
６
％
、
神
奈
川
県
６
・

４
％
、
埼
玉
県
４
・
４
％
の
順
で
す
。
こ

れ
ら
上
位
５
都
府
県
で
全
体
の
半
数
を
超

え
て
い
ま
す
。

就
労
目
的
で
在
留
が
認
め
ら
れ
る
外
国
人

身
分
に
基
づ
き

在
留
す
る
者

そ
の
他
の

在
留
資
格

Intro
duction

全事業所数
17万2,798事業所

全事業所数
17万2,798事業所

外国人労働者数
108万3,769人

外国人労働者数
108万3,769人

中国（香港等を含む）
34万4,658人

31.8％

ペルー
2万6,072人

2.4％

フィリピン
12万7,518人

11.8％

ベトナム
17万2,018人

15.9％

韓国
4万8,121人

4.4％

G7/G8、オーストラリア、
ニュージーランド

6万7,335人
6.2％

その他
13万8,660人

12.8％

ブラジル
10万6,597人

9.8％

ネパール
5万2,770人

4.9％

専門的・技術的分野の
在留資格

20万994人
18.5％

技能実習
21万1,108人

19.5％資格外活動
23万9,577人

22.1％

特定活動
　1万8,652人

1.7％身分に基づく
在留資格

41万3,389人
38.1％

不明　49人
          0.0％

宿泊業、
飲食サービス業
2万4,732カ所

14.3％

その他
3万7,920カ所

21.9％

サービス業
（他に分類されないもの）

1万3,705カ所
7.9％

教育、
学習支援業
5,491カ所

3.2％

100～499人
2万1,288カ所

12.3％

30～99人
3万2,677カ所

18.9％

不明　1万3,637カ所　7.9％
500人以上

7,245カ所　4.2％

建設業　1万2,911カ所　7.5％

卸売業、小売業
2万9,249カ所　16.9％

製造業
4万542カ所

23.5％

情報通信業
8,248カ所

4.8％

30人未満
9万7,951カ所

56.7％

Q
＆
A 

募
集
・
採
用
編

外
国
人
労
働
者
を
募
集
・
採
用
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
国
籍
に
よ
る
差
別
の
禁
止
や
業
務
内
容
・

労
働
条
件
な
ど
の
明
示
が
事
業
主
に
求
め
ら
れ
ま
す
。

Ｐａｒ
ｔ
１
で
は
、
こ
の
よ
う
な
募
集
・
採
用
時
の
注
意
点
を
紹
介
し
ま
す
。

Q1
外
国
人
を
募
集
し
、
面

接
す
る
場
合
は
、
ど
の

よ
う
な
点
に
気
を
つ
け

れ
ば
よ
い
で
し
ょ
う
か
？

➡

A1
国
籍
を
条
件
と
せ
ず
、

ス
キ
ル
や
能
力
を
条
件

に
求
人
募
集
を
出
し
て

く
だ
さ
い
。
ま
た
、
面
接
・
採
用
時

に
は
、
在
留
資
格
等
の
確
認
が
必
要

で
す
。

従
業
員
を
募
集
す
る
際
に
は
、
外
国
人

の
み
を
対
象
と
す
る
こ
と
、
逆
に
外
国
人

は
応
募
で
き
な
い
と
す
る
求
人
を
出
す
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。
国
籍
を
条
件
と
す
る

の
で
は
な
く
、
ス
キ
ル
や
能
力
を
条
件
と

し
て
求
人
を
出
す
よ
う
に
し
て
く
だ
さ

い
。
ま
た
、
業
務
内
容
や
労
働
条
件
を
明

示
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
公
正
採
用
選

考
お
よ
び
人
権
上
の
配
慮
か
ら
、
面
接
時

に「
国
籍
」等
の
質
問
は
行
わ
な
い
で
く
だ

さ
い
。

在
留
資
格
等
の
チ
ェッ
ク
も
忘
れ
な
い
よ

う
に
。
面
接
時
に
は
口
頭
で
確
認
し
、
在

留
カ
ー
ド
等
の
提
示
は
、
採
用
が
決
ま
っ

て
か
ら
求
め
る
よ
う
に
し
て
く
だ
さ
い
。

Q2
外
国
人
を
雇
用
し
よ
う
と

考
え
て
い
ま
す
が
、
注
意

点
は
あ
り
ま
す
か
？

➡

A2
外
国
人
を
雇
用
す
る
場

合
は
、
就
労
可
能
な
在

留
資
格
を
持
っ
て
い
る

か
を
確
認
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
際
に
は
、
個
人
情
報
の
取
り
扱

い
に
十
分
気
を
つ
け
て
く
だ
さ
い
。

外
国
人
を
雇
用
す
る
に
あ
た
っ
て
、
そ

の
外
国
人
が
就
労
可
能
な
在
留
資
格
を

持
っ
て
い
る
か
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。 

就
労
可
能
な
在
留
資
格
に
つ
い
て
は
、「
在

留
資
格一覧
表（
簡
易
版
）」（
図
表
）を
参

照
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
正
式
な
在
留

資
格一覧
表
は
、
法
務
省
入
国
管
理
局
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。　※

ま
た
、
採
用
決
定
後
に
在
留
カ
ー
ド
等

の
提
示
を
求
め
る
場
合
に
は
、
個
人
情
報

の
取
り
扱
い
に
十
分
気
を
つ
け
て
く
だ
さ

い
。

国
籍
に
よ
る
差
別
の
禁
止
や

業
務
内
容・労
働
条
件
の
明
示
を
厳
守

© bigpapa44 - Fotolia.com

© kiko - Fotolia.com

※http://www.immi-moj.go.jp/tetuduki/kanri/qaq5.html
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